




はじめに

　政治資金規正法は1948年に制定された、政治家や政党・政治
団体が取り扱う政治資金について規定する法律であり、政治活動
が国民の不断の監視と批判の下に行われるようにすることによ
り、民主政治の健全な発達に寄与することを目的としています。
　制定当初は政治資金の収支の公開に重きがおかれ、寄附に関す
る制限はわずかしか設けられていませんでしたが、数度にわたり
改正が行われ、現在は「政治資金の収支の公開」と「政治資金の
授受の規正等」が規正の２本柱となっています。

　本書はこの政治資金規正法に関係する事件について、おもに
2011 〜 2018年の記事などを中心に、事件の概要、関係者の対応
などをまとめました。

　また、それぞれの事件が
●法律に照らして違反にあたるかどうか
●刑事事件に発展したか、あるいは故意や重過失の状況
●道義的責任や公平感
●金額の多寡
●世間的な注目度
などの視点から編集部が独自に判断して、事件ごとに違反のレベ
ルを１（低）〜５（高）の５段階に評価しましたので、参考とし
ていただければと思います。

　本書があらためて、政治資金規正法とはなにか、政治活動にお
ける政治資金がいかにあるべきかなどを考える一助となれば幸い
です。
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寄附の上限超え

第１章
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企業が政治資金団体に限度額を
超える寄附
企業が政治資金団体に限度額を

事例

₀₁

■ 事件の概要
　衆議院議員Ａ氏の一族が経営する企業「Ｘ商事」が、2008年から
2012年にかけての５年間、所属政党の政治資金団体に政治資金規
正法で認められた限度額を超えて献金していたことがわかった。
　Ａ氏が代表を務めるＹ党Ｖ県第８選挙区支部によると、Ｘ商事
は2008年にＶ県Ｗ支部に750万円、Ｙ党の政治資金団体Ｚに６万
円を寄附。2009〜2012年は毎年Ｖ県第８選挙区支部に750万円、
Ｚに６万円をそれぞれ寄附していた。Ｘ商事はＺへの年６万円は
寄附ではなく「会費」として支払ったと主張している。

■ 関係者の対応など
　Ｘ商事は、「会費として払ったものは献金ではないと誤認して
おり、Ｚへの６万円は寄附ではなく会費として支払ったつもり
だった。Ｚに５年間の超過分・計30万円を返還するよう求める。
反省しており、今後は再発防止を徹底する」と説明した。
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第1章　寄附の上限超え

　企業などの団体が政党・政治資金団体に対して年間にす
ることのできる寄附の総額は、その資本金に応じて年間
750万円～１億円に制限されており、本件の場合、Ｘ商事
に認められる限度額は年間750万円である。なお、政治
資金規正法上、政治団体に会費を支払うことが認められる
のは個人のみであり、企業の支払う会費は寄附とみなされ
る。よってＸ商事がＺに「会費」として支払っていた年間
６万円、５年間で計30万円分は、限度額を超えた寄附で
あり、政治資金規正法が定める寄附の量的制限に違反する
おそれがある。なお、仮に違法性が認められた場合、Ｘ商事
には50万円の罰金が科される可能性がある（法第26条）。

違反レベル
LEVEL

4
企業が出す会費は、政治資金規正法上、寄
附とみなされ（法第５条）、各企業の資本金
に応じて年間限度額が定められている（法
第２１条の３～２２条）。

解説





匿名寄附

第２章
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名義借りで1億円を偽装献金名義借りで1億円を偽装献金

事例

₀₂

■ 事件の概要
　衆議院議員のＡ氏の親族が経営する企業Ｘ社が、Ａ氏が代表を
務める3つの政治団体に対して、実際は企業の資金で献金したの
に、Ｘ社の役員や取引先の経営者らの個人名義の献金に偽装して
いたことがわかった。名義借り献金は、2011年までの6年間で約
20人分、少なくとも計1億円に上る。また、名義貸しをした約20
人のうち約10人は、Ａ氏の政治団体が発行した領収書を使って所
得税の還付を受けていたことも明らかになった。
　Ｘ社は、Ａ氏の父親が社長でＡ氏が副社長を務める。関係者に
よると、偽装献金は次のような手順で行われた。

〈偽装献金の手順〉
Ｘ社が役員らに支払った報酬の一部をバックさせ、Ａ氏の父親が
現金または自身の口座でプール

扌
プールした金を取引先経営者らの名義に分散

扌
Ａ氏の資金管理団体やＡ氏が代表を務めた政党支部など3団体に
献金する

　Ａ氏は、2003年に初当選。Ａ氏が集めた個人献金は、2010年
まで5年連続で、全国会議員中トップだった。

■ 関係者の対応など
　国税局は、Ｘ社が政治資金規正法の制限を免れるために約2億
円をプールし、取引先経営者らの名義を使って献金していたと認
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第2章　匿名寄附

定。約2億円を役員らの報酬に偽装して損金計上したことは、所
得隠しにあたると指摘して、重加算税を含め、約5,000万円を追
徴課税した。

　Ｘ社は国税局の指摘を受け入れて修正申告し、所得税の不正還
付を受けていた名義人らは還付金を返納した。
　Ａ氏は名義借りについて「父が全部やっているので私にはわか
らないが、違法なら最終的な責任は私にある」との考えを示し
た。Ａ氏の父親は「取引先などから『Ａ氏を応援したいが、金が
ない』と言われたので、立て替えただけ」と説明した。

　政治資金規正法では、企業による資金管理団体への寄附
を禁じており、政党支部への寄附は資本金額に応じた上限
が設けられている。また、個人から資金管理団体への寄附
の上限は１団体当たり年間150万円、複数の政治団体と合
計で年間1,000万円、政党への寄附の上限は年間2,000
万円とされている（法第21条、21条の３、22条）。また、
同法では他人名義の寄附が禁止されている。
　本件では、Ｘ社は役員報酬の一部をバックさせ、その金
を個人名義に偽装して資金管理団体等に寄附していること
から、結果としてＸ社の資金が資金管理団体に寄附された
と認定されることもある。よってＸ社は、企業による資金
管理団体への寄附を禁じる政治資金規正法に違反すること
になるとともに、他人名義による寄附を禁止する規定にも

違反レベル
LEVEL

3
本人以外の名義または匿名により政治活動
に関する寄附をすることは禁じられている
（法第22条の6）。

解説


